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前期比（％）

1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6

実質ＧＤＰ 1.3 0.7 0.3 0.1 1.6 － 2.4

同 　   (年  率) 5.3 2.9 1.3 0.3 6.7 － 9.2

同　    (前年同期比) 0.1 1.2 2.3 2.5 3.0 － 0.5

内需寄与度　　　　　 (*) 0.9 0.6 0.8 0.6 1.9 － 3.3

個人消費 1.0 0.7 0.2 0.4 2.2 － 3.7

住宅投資 1.8 0.8 3.3 4.3 3.1 － 13.3

設備投資 － 2.2 0.9 0.9 1.6 7.6 － 6.9

民間在庫　　　　　 (*) 0.1 － 0.4 0.1 － 0.1 － 0.5 0.5

政府最終消費 0.9 0.4 0.2 0.2 0.1 0.1

公共投資 4.6 6.4 6.8 1.1 － 2.7 0.0

外需寄与度　　　　　 (*) 0.4 0.1 － 0.5 － 0.6 － 0.2 0.9

輸出 4.3 2.9 － 0.7 0.5 6.0 － 1.5

輸入 1.1 1.8 2.4 3.7 6.3 － 5.6

名目ＧＤＰ 0.9 0.6 0.2 0.2 1.4 － 0.1

同  　  (年  率) 3.7 2.6 0.9 0.8 5.7 － 0.4

同 　   (前年同期比) － 1.0 0.6 1.9 2.0 3.0 1.7

－ 1.0 － 0.6 － 0.4 － 0.4 － 0.1 2.2

(注)内需寄与度、民間在庫、外需寄与度は実質ＧＤＰに対する寄与度

(出所)内閣府「四半期別ＧＤＰ速報」

ＧＤＰデフレーター

　　　　　　(前年同期比)
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調査レポート 

2014 年 4～6 月期のＧＤＰ（1 次速報）予測 

 

8 月 13 日に公表予定の 2014 年 4～6 月期の実質ＧＤＰ成長率は、消費税率引き上げ前の駆け込み需要の

反動減によって前期比－2.4％（年率換算－9.2％）と大きく落ち込んだと見込まれる。 

個人消費は、駆け込み需要の反動減に、実質賃金の減少による落ち込みも加わって急減した可能性がある。

設備投資も、1～3 月期の急増の反動に加え、増税後の業績改善の一服や企業の設備投資姿勢の慎重化に

より、大幅な減少に転じたと考えられる。このため、公需はプラスを維持したものの、内需の寄与度は前期比

－3.3％と大幅なマイナスとなった模様である。一方、輸出は減少したものの、内需の落ち込みの影響から輸入

が大きく減少しており、外需寄与度は前期比＋0.9％と 4 四半期ぶりにプラスに転じたと見込まれる。 

名目ＧＤＰは前期比－0.1％（年率換算－0.4％）と小幅のマイナスになったと予想される。また、ＧＤＰデフレ

ーターは、消費税率引き上げの影響により前年同期比＋2.2％と大幅プラスとなった見込みである。 
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需要項目別の動向は以下の通りである。 

 

①個人消費（前期比実質－3.7％） 

個人消費は、耐久財を中心とした駆け込み需要の反動減に、実質賃金の減少による落ち

込みも加わって急減したと見込まれる。 

②住宅投資（前期比実質－13.3％） 

駆け込み需要の反動減により住宅着工件数が大きく落ち込んでおり、住宅投資は 2 桁の

落ち込みを記録した可能性がある。 

③設備投資（前期比実質－6.9％） 

設備投資は、1～3 月期に急増したことへの反動に加え、増税後、業績改善が一服してい

ることや、企業が設備投資に慎重になっていることにより、大幅な減少に転じたと考えら

れる。先行指標である機械受注（船舶・電力を除く民需）も、このところ弱い動きとなっ

ている。 

④在庫投資（前期比実質寄与度＋0.5％） 

駆け込み需要によって減少した在庫の復元の動きに加え、増税後の出荷の落ち込みから

一部の業種で在庫が積み上がっている可能性があり、在庫投資のＧＤＰ成長率に対する寄

与度は大きくプラスに転じたと予想される。 

⑤政府最終消費支出（前期比実質＋0.1％） 

医療費などを中心に政府サービスに対する需要が増加基調にあることから、引き続き前

期比で増加した可能性が高い。 

⑥公共投資（前期比実質±0.0％） 

2013 年度の補正予算の効果が出始めたことや、2014 年度予算の前倒し執行の影響により、

公共投資は前期比横ばいまで持ち直したと見込まれる。 

⑦外需（前期比実質寄与度＋0.9％、輸出：前期比実質－1.5％、輸入：同－5.6％） 

海外景気の持ち直しが続き、円安が定着化しているものの、輸出数量の伸び悩みが続い

ており、輸出は前期比マイナスに転じたと予想される。一方、輸入は、駆け込み需要で増

加した 1～3 月期の反動もあって、前期比で大幅なマイナスに転じたと見込まれる。この結

果、外需のＧＤＰ成長率に対する寄与度は＋0.9％と 4 四半期ぶりにプラスに転じたと予想

される。 

⑧ＧＤＰデフレーター（前年同期比＋2.2％） 

ＧＤＰデフレーターは、輸入物価の上昇が国内物価に浸透してきていることや、消費税

率引き上げの影響により 2009 年 7～9 月期以来のプラスに転じた見込みである（季節調整

値では前期比＋2.3％）。 
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